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当別町新庁舎建設事業業務委託公募型プロポーザル審査要領 

 

１ 趣旨 

  本要領は、当別町新庁舎建設事業業務委託公募型プロポーザル実施要綱に定めるもののほ

か、最優秀提案者を選考する事務に必要な事項について定めるものとする。 

 

２ 提案書の事前配付 

  提案書を事前に各委員に配付し、委員はあらかじめ提案書を通覧し、ヒアリング及び審査

に備えるものとする。 

 

３ 評価方法 

  提出された提案書について、プレゼンテーション及びヒアリングの内容を踏まえ、総合的

に評価する。 

  なお、プレゼンテーションは応募事業者ごとの呼び込み方式とし、プレゼンテーションに

欠席した応募事業者は審査から除外する。また、提案が１者のみの場合においても、審査を

通過することで最優秀提案者として選定する。 

 

⑴ 選定事業者の決定方法 

選定事業者は、以下に示す審査を経て、当別町（以下、「町」という。）が決定する。なお、

提案審査のうち、技術審査（提案内容の審査）については、庁内関係者及び庁外学識経験者

から構成する当別町新庁舎建設事業業務委託公募型プロポーザル審査会（以下「審査会」と

いう。）が実施する。 

① 資格審査 

書類審査とし、事務局が審査を行う。本要領の「⑶ 資格審査における審査内容及び審

査点の考え方」に示す条件を満たしているかどうかの確認を行う。満たしていない要件が

ある場合は失格とする。 

また、参加表明書提出の際に添付されている「参加者の業務実績」について、本要領の

「⑶ 資格審査における審査内容及び審査点の考え方」に基づき評価を行う。 

② 技術審査（提案内容の審査） 

プレゼンテーション及びヒアリングによる審査を行う。本要領の「⑷ 技術審査（提案

内容の審査）における審査点の考え方」の評価項目に基づき評価を行う。なお、当別町新

庁舎建設事業に係る要求水準書の上限額（８，０００，０００，０００円(消費税及び地

方消費税を含まず)）を超える提案は失格とする。 

審査の結果、最優秀提案と優秀提案を選定する。また、町又は審査会は、必要に応じて

附帯条件を付すことができる。 
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審査会における選定結果を踏まえて、町は、最優秀提案を優先交渉権者、優秀提案を次

点交渉権者とし、優先交渉権者と協議し、基本協定を締結する。ただし、優先交渉権者と

の協議が整わなかった場合には、次点交渉権者と協議を行う。審査の結果は文書で応募者

に通知するとともに、速やかに町公式ホームページ等で公表する。 

 

（参考 フロー図） 

 

⑵ 配点の考え方 

 審査時点 配点 根拠 全体割合 

①資格審査 事務局審査 ８０点 最大４０点×２

（設計業務・建設

業務 各１件） 

１０％ 

②技術審査（提案内容

の審査） 

プレゼンテーション

及びヒアリング 

７２０点 最大９０点×８

（審査委員数） 

９０％ 

合計  ８００点   
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⑶ 資格審査における審査内容及び審査点の考え方 

ア.【失格要件】 

以下の要件を満たしていない場合は失格とする。 

①統括業務を行う者 平成２８年度（２０１６年度）以降に、延べ面積

４，０００㎡以上の公共施設又は事務所機能を含

む複合施設の設計、建設、工事監理及び維持管理

を一括で実施する事業において、統括業務を履行

した実績を有すること。 

②解体撤去業務を行う者 a 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３

条第１項第１号の規定に基づく解体工事に係る

許可を受けていること。 

b 建設業法第３条第１項第２号の規定に基づく

解体工事に係る特定建設業の許可を受けている

こと。 

c 平成２８年度（２０１６年度）以降に、地方

公共団体が発注した建物の解体撤去を元請とし

て請け負い、かつ履行完了した実績を有するこ

と。 

③設計業務を行う者 a 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２

３条の規定に基づく一級建築士事務所登録を行

っていること。 

b 平成２８年度（２０１６年度）以降に延床面

積４，０００㎡以上の公共施設又は事務所機能を

含む複合施設の実施設計を委託事業者として受

託し、かつ履行完了した実績を有すること。 

④建設業務を行う者 a 建設業法第３条第１項第１号の規定に基づく

建築一式工事に係る許可を受けていること。 

b 建設業法第３条第１項第２号の規定に基づく

建築一式工事に係る特定建設業の許可を受けて

いること。 

c 平成２８年度（２０１６年度）以降に、延床

面積４，０００㎡以上の公共施設又は事務所機能

を含む複合施設の新築工事を元請として請け負

い、かつ履行完了した実績を有すること。 
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⑤工事監理業務を行う者 a 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２

３条の規定に基づく一級建築士事務所登録を行

っていること。 

b 平成２８年度（２０１６年度）以降に、延床

面積４，０００㎡以上の公共施設又は事務所機能

を含む複合施設の新築工事の工事監理を委託事

業者として受託し、かつ履行完了した実績を有す

ること。 

⑥維持管理業務を行う者 a 北海道内に本社、事業所等（本業務を実施す

るために設置する場合を含む。）を有する法人又

は法人以外の団体であること。 

b 平成２８年度（２０１６年度）以降に、公共

施設の維持管理業務を継続して 1 年以上受託し

た実績を有すること。 

 ※②及び④については、a から c の全ての要件を満たすこと。③及び⑥については、a から b

の全ての要件を満たすこと。ただし、複数の者が共同して当該業務を実施する場合におい

て、当該業務を実施する者のうち少なくとも１者が各号のいずれにも該当し、その他の者

が a に該当するときは、この限りでない。 

 ※⑤については、a から b の全ての要件を満たすこと。ただし、複数の者が共同して当該業

務を実施する場合において、当該業務を実施する者のうち少なくとも１者が a から b のい

ずれにも該当し、その他の者が a に該当するときは、この限りでない。なお、⑤工事監理

業務を行う者は、施工者と同一の法人であってはならず、かつ、施工者と資本関係又は人

的関係を有する者であってはならない。また、設計業務を複数の者が共同して行う場合に

おいても同様とし、設計業務を行う者のうち１者が工事監理業務を兼ねることを妨げない。

ただし、当該者が施工者と同一の法人であり、又は施工者と資本関係若しくは人的関係を

有する場合は、この限りでない。 

  イ.【審査点】 

参加者の業務実績のうち、設計業務及び建設業務の実績について審査を行う。設計業務

及び建設業務のそれぞれについて、下表の建築物用途に応じた点数を適用する（実績件数

に関わらず、該当する用途のうち最も高い点数を適用する）。設計業務及び建設業務の点

数の合計を資格審査の得点とする。 

 

資格審査の得点 ＝ 設計業務の点数 ＋ 建設業務の点数 （満点：８０点） 
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 【建築物用途の点数】 

各実績に対する得点表 

建設業務 

①事務庁舎の

実績がある場

合（４０点） 

②事務庁舎以外

の公共施設の実

績ある場合（２

０点） 

③事務所機能を

含む民間複合施

設の実績ある場

合（１０点） 

設計業務 

①事務庁舎の実績がある場

合（４０点） 
８０点 ６０点 ５０点 

②事務庁舎以外の公共施設

の実績がある場合（２０点） 
６０点 ４０点 ３０点 

③事務所機能を含む民間複

合施設の実績がある場合

（１０点） 

５０点 ３０点 ２０点 

（例） 

  ①事務庁舎の設計業務・建設業務実績がある場合 

   設計業務４０点＋建設業務４０点＝８０点 

  ②事務庁舎以外の公共施設の設計業務実績、事務所機能を含む民間複合施設の建設業務実

績がある場合 

   設計業務２０点＋建設業務１０点＝３０点 

 

⑷ 技術審査（提案内容の審査）における審査点の考え方 

  各審査項目について、あらかじめ設定した４つの審査基準を踏まえ、総合的に評価点（１

点～５点）を付す。ただし、NO.４概算事業費については最大１０点とする。審査委員（８名）

の評価点の合計をもって審査点とする。 

なお、当別町新庁舎建設事業に係る要求水準書の上限額（８，０００，０００，０００円(消

費税及び地方消費税を含まず)）を超える提案は失格とする。 
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 ≪配点表≫ 

NO. 
審査項目 

審査基準 
審査員 1 人 

あたりの配点 大項目 小項目 

１ 事業計

画 

① 要 求

水 準 理

解 

取組方針が新庁舎建設の要求水準書を正しく理解したもの

であるか。 

【審査基準】 

□提案コンセプトと各計画（配置・設備・維持管理等）に一

貫性がある 

□来庁者の利便性向上に関する具体的提案がある 

□財政負担軽減の考え方が示されている 

□防災拠点としての機能強化が明確に示されている 

最大５点 

② 事 業

実 施 体

制、事業

ス ケ ジ

ュール 

確実に事業を継続できる事業実施体制及び事業スケジュー

ルが明確に示されているか。 

【審査基準】 

□設計・施工・維持管理の役割分担が明確 

□工程計画が現実的（無理がない） 

□冬期施工・資材高騰などのリスクを考慮した上で実現可能

な計画となっている 

□設計段階からの施工者が設計に関与するなど、設計施工を

一括発注することを活かした効果的な分担・連携が示されて

いる 

最大５点 

③ リ ス

ク管理 

リスクの分担者、分担方法が明示されているか。また、事業

計画に変更が生じた場合のリスク対応について、具体的に提

案されているか。 

【審査基準】 

□想定リスクが網羅されている  

□リスク分担が明確   

□リスク対応策（回避・軽減）が具体的   

□事業変更時の対応が示されている 

最大５点 

④ 地 域

貢献 

地域経済への貢献に効果的な取組みが提案されているか。ま

た、町内企業の役割や業務内容が、地域経済の活性化に配慮

されているか。 

【審査基準】 

□町内企業の活用が具体的に示されている   

最大５点 
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□発注規模・範囲が明確   

□雇用創出への配慮がある   

□維持管理にも地域の活用が検討されている 

NO.１小計：最大２０点 

NO. 
審査項目 

審査基準 
審査員 1 人 

あたりの配点 大項目 小項目 

２ 設計・

工事監

理・建

設 

① 配

置・動線

計画 

来庁者の利便性及び安全性の確保を前提としつつ、周辺

環境への配慮、社会情勢や町民のニーズなど、環境の変

化に対応できる将来性と柔軟性、現庁舎が抱える問題点

等が改善されるような全体の適切な配置計画及び動線計

画が提案されているか。 

【審査基準】 

□歩行者と車両動線が明確に分離されている   

□交通負荷軽減が考慮された入庫計画となっている   

□来庁者が迷わない配置（出入口等）が確保されている   

□利用者の安全性（交錯防止・滞留対策等）が確保され

ている 

最大５点 

② 外 構

計画・雪

対策 

特別豪雪地域であることに十分な配慮をした構造や設備

等、施設の用途利用や敷地の形状、落雪や堆雪、バスや

タクシーの乗り入れを考慮した外構計画が提案されてい

るか。その他、サイン等の利用者が利用しやすい計画が

提案されているか。 

【審査基準】 

□雪動線及び堆雪スペースが確保されている   

□豪雪時でも安全に利用できる動線（屋根・庇・配置）

がある   

□バス・タクシー等の乗降動線が安全に計画されている   

□サイン・外構計画が利用者の利便性に配慮されている 

最大５点 

③ 意 匠

計画 

新庁舎が、当別町の新たな顔として、地域住民にとって

親しみやすく、開かれた印象を与える公共性・シンボル

性を有する意匠が提案されているか。また、周辺景観と

調和した形態・色彩・構成の施設の外観が提案されてい

るか。 

【審査基準】 

最大５点 
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□庁舎が親しみやすく、開かれた印象を感じられるデザ

インとなっている   

□周辺景観との調和（高さ・色彩・ボリューム）が図ら

れている   

□町の象徴性やイメージ発信に資する工夫がある   

□長期使用に配慮した意匠（耐久性・更新性）が考慮さ

れている 

④ 諸 室

の環境 

施設全体に誰もが安心かつ快適に利用できるようユニバ

ーサルデザインの考えを十分取り入れ、利用者が利用し

やすく、安全性に十分配慮した施設が提案されているか。 

【審査基準】 

□バリアフリー動線（段差解消・EV 配置等）が確保され

ている   

□利用者配慮（高齢者・子育て・障がい者）が具体的に

示されている   

□プライバシー確保（相談室・待合等）が考慮されてい

る   

□来庁者エリアと職員エリアが明確に区分されている 

最大５点 

⑤ 設 備

計画 

省エネルギー性能、耐久性、更新性、メンテナンス性及

び災害を考慮した設備計画が提案されているか。また、

施設の構成、運用、故障時の影響を十分考慮した空調設

備が計画されているか。 

【審査基準】 

□省エネルギーに資する具体提案がある（再エネ・高効

率設備等）   

□災害時のライフライン確保（電源・水等）が考慮され

ている   

□維持管理・更新がしやすい設備構成となっている   

□ランニングコスト低減の工夫が示されている 

最大５点 

⑥ 災

害・防災

計画 

災害発生時、防災拠点、復興拠点として機能できるよう、

配置や設備等を考慮した計画となっているか。また、高

い耐震安全性を確保し、被災後においても業務が継続で

きる性能の確保が可能な提案となっているか。 

 

最大５点 
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【審査基準】 

□災害時に防災拠点として機能するゾーニングとなって

いる   

□非常用電源・給水等のライフライン確保が計画されて

いる   

□避難動線・安全確保（誰でも避難可能）が考慮されて

いる   

□被災後も業務継続が可能な計画がある 

⑦ 防 犯

計画 

施設の出入口、来庁者が利用するゾーンと職員が利用す

る執務のゾーンの区分、防犯カメラの設置箇所、期日前

投票等の休日利用等において、十分に配慮したセキュリ

ティ計画が提案されているか。 

【審査基準】 

□来庁者エリアと職員エリアのセキュリティ区分が明確 

□必要とされる諸室に対して、入退室管理（カード・鍵

等）の導入を考慮した適切な設計がなされている 

□防犯カメラ・監視設備の配置が合理的に計画されている  

□休日利用（期日前投票等）時のセキュリティ対応が考

慮されている 

最大５点 

⑧ 多 目

的 ホ ー

ル 

多目的ホールが、音楽・講演・地域行事など多様な用途

に対応できる計画となっているか。また、庁舎との合理

的な複合化が図られ、利用者の利便性及び安全性に配慮

した計画となっているか。 

【審査基準】 

□多様な用途（吹奏楽・合唱・講演会・式典等）に対応

できる音響・照明・映像設備が計画されている 

□庁舎との遮音・防振対策が具体的に示されており、庁

舎業務への影響が配慮されている 

□可動席・平土間対応など、ホールの柔軟な利用形態が

確保されている 

□庁舎との共用部（ホワイエ・機械室等）の合理的な複

合化によるコスト縮減が図られている 

最大５点 

NO.２小計：最大４０点 
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NO. 
審査項目 

審査基準 
審査員 1人 

あたりの配点 大項目 小項目 

３ 維持管

理 

①経済的な

維持管理計

画 

建物、建築設備、その他施設の機能、性能及び安全

性を適切な状態に維持管理する、法定点検を基本と

した最も経済的な計画が具体的に提案されている

か。 

【審査基準】 

□ライフサイクルコスト低減の考え方が示されて

いる   

□保守点検の考え方（頻度・方法）が具体的に示さ

れている   

□維持管理の効率化（省人化・集約化等）が考慮さ

れている   

□長期的なコスト見通しやコスト管理方法が示さ

れている 

最大５点 

②施設の引

き渡し 

円滑に施設が町に引き渡され、町が維持管理を実施

できる計画案が、具体的に提案されているか。 

【審査基準】 

□事業期間終了時の施設性能確保の考え方が示さ

れている   

□長期修繕計画（更新・修繕）の考え方が整理され

ている   

□劣化把握・点検の方法が具体的に示されている   

□引渡し時の状態（性能・品質）が確保できる計画

が示されている 

最大５点 

４ 概算事

業費 

①事業費の

妥当性 

提案された概算事業費が、要求水準を満たしつつ、

財政負担の軽減に配慮した合理的かつ根拠のある

計画となっているか。 

【審査基準】 

□概算事業費の内訳（工種・業務別）が明確に示さ

れている 

□各費用項目の積算根拠が具体的に説明されてい

る 

□要求水準を満たした上でのコスト縮減の工夫が

最大 10点 
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示されている 

□町の財政負担を抑えるための設計・施工上の具体

的な工夫が示されている 

５ その他 ①独自提案 町にとって有効な独自の提案があるか。 

【審査基準】 

□町にとって有効な付加価値提案がある（利便性向

上等） 

□財政負担軽減又はコスト削減に寄与する提案が

ある 

□地域活性化や利用促進につながる提案がある 

□その他、本事業の目的に資する独自性のある提案

がある 

最大５点 

②事業者と

し て の 適

性・姿勢 

本事業を遂行するにあたり、事業者として適切な体

制・経験・姿勢が備わっているか。 

【審査基準】 

□当別町や本事業の特性を十分に理解した上で取

り組む姿勢が示されている 

□本事業に対する課題認識と解決策が具体的に示

されている 

□事業期間を通じた継続的なサポート・連絡体制が

示されている 

□町民・利用者の視点に立った事業への理解と配慮

が示されている 

最大５点 

NO.３～５小計：最大３０点 

NO.１～５合計：最大９０点 

⑸ 最優秀提案者の選定 

  各審査の審査点の合計をもとに、順位を決定する。審査点の合計が最も高い提案が複数あ

るときは、「⑷ 技術審査（提案内容の審査）における審査点」が最も高いものを最優秀提案

者とし、同点の場合は、審査委員の投票により選定する。なお、最低基準点を満たした提案

者のうち、審査点の合計が２番目に高い提案を優秀提案者とする。 

⑹ 最低基準点 

参加者が複数の場合、満点（８００点）の６割（４８０点）を最低基準点とし、審査点の合

計値が最低基準点に満たない提案者は選外とする。 

参加者が一者のみの場合、満点（８００点）の７割（５６０点）を最低基準点とし、審査点

の合計値が最低基準点に満たない提案者は選外とする。 
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⑺ 選定事業者の決定 

  町は、審査会の選定結果を踏まえ、選定事業者を決定する。 


